
「寡婦（寡夫）控除」について 

○所得税の額は、課税標準から所得控除をした後の「課税所得金額」に税率を乗じて計算される。 

○所得税額の計算上、総所得金額等から差し引かれる各種の所得控除は、１４種類である。これらの控除を総称して「所得控除」という（法72～86）。 

○「寡婦（寡夫）控除」は、そのうちの１つであり、納税者の個人的事情に適合した応能負担の実現を図るなどの目的で設けられている。 

※法令及び通達の略語は、次による。 

法 ＝ 所得税法（昭和40年3月31日法律第33号、 令 ＝ 所得税法施行令（昭和40年3月31日政令第96号）、  

基通 ＝ 所得税基本通達（昭和45年7月1日直審（所）30号（例規))、措法 ＝ 租税特別措置法（昭和32年3月31日法律第26号） 

 

（１）寡婦（寡夫）控除 

居住者が、寡婦又は寡夫である場合に控除される（法81）。 

 

（２）寡婦（寡夫） 

寡婦又は寡夫とは、それぞれ次の要件を満たす者をいう 

（法２①三十、三十一、令 11、11 の２）。  
区分区分区分区分    

要要要要                        件件件件    

死別・離婚要件死別・離婚要件死別・離婚要件死別・離婚要件    

(注１)    

扶養親族等要件扶養親族等要件扶養親族等要件扶養親族等要件    

所得要件所得要件所得要件所得要件    

寡婦 

離婚 

死別 

( 生死不明) 

①扶養親族又は 

②総所得金額等が 38 万円以下の

生計を一にする子を有するこ

と 

(注２) 

所得制限なし 

死別 

( 生死不明) 

扶養親族や子を有しなくとも

よい 

合計所得金額が 

500 万円以下で 

あること 

寡夫 離婚 

死別 

( 生死不明) 

総所得金額等が 38 万円以下の

生計を一にする子を有すること 

(注２)  （注）１１１１    「「「「死別し又は離婚した死別し又は離婚した死別し又は離婚した死別し又は離婚した夫夫夫夫またはまたはまたはまたは妻」妻」妻」妻」、「、「、「、「生死が明らかでない生死が明らかでない生死が明らかでない生死が明らかでない夫夫夫夫またはまたはまたはまたは妻妻妻妻」に」に」に」にかかるかかるかかるかかる「夫」「夫」「夫」「夫」

またはまたはまたはまたは「妻」「妻」「妻」「妻」とは、民法上の婚姻関係をいいます。とは、民法上の婚姻関係をいいます。とは、民法上の婚姻関係をいいます。とは、民法上の婚姻関係をいいます。     ２ 子は、他の者の控除対象配偶者又は扶養親族とされていない者に限られる（令 11②、令 11 の２②）。 ３ 寡婦又は寡夫であるかどうかの判定は、その年 12 月 31 日の現況による（法 85①）。 

４ 「合計所得金額」とは、 ①純損失、②居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失、③特定居住用財産の譲渡損失及び雑損失の繰越控除をしないで計算した総所得金額、④土地等に係る事業所得等の金額、⑤分離課税の短期譲渡所得の金額（特別控除前）、⑥分離課税の長期譲渡所得の金額（特別控除前）、⑦分離課税の上場株式等に係る配当所得の金額（上場株式等に係る譲渡損失との損益通算後で、繰越控除の適用前の金額）、⑧株式等に係る譲渡所得等の金額（上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除及び特定株式に係る譲渡損失の繰越控除の適用前の金額）、⑨先物取引に係る雑所得等の金額（先物取引の差金等決済に係る損失の繰越控除の適用前の金額）、⑩山林所得金額（特別控除後）、⑪退職所得金額（２分の１後）の合計額をいう。   
（３）控除額 

控除額は、次のとおりである（法 81①、措法 41 の 17） 

区分区分区分区分    控除額控除額控除額控除額    

寡婦

控除 

①一般の寡婦 

②以外の寡婦 

27 万円 

②特別の寡婦 

扶養親族である子を有し、 

合計所得金額が500万円以下 

である寡婦 

35 万円 

(＝27 万円＋８万円) 

寡 夫 控 除 27 万円 

【参考通達番号】 

基通２-41、２-42、81-１ 
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